
令
和
元
年
六
月
二
十
日
提
出

質
問
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二
七
二
号
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書
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水
道
の
老
朽
化
対
策
に
関
す
る
質
問
主
意
書

横
浜
市
の
水
道
管
の
総
延
長
約
九
千
二
百
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
の
う
ち
、
更
新
時
期
を
迎
え
た
水
道
管
が
約
二
千
四
百
キ
ロ
メ
ー

ト
ル
に
達
し
て
い
る
。
と
こ
ろ
が
現
在
の
市
水
道
局
の
予
算
で
は
、
年
間
に
更
新
で
き
る
の
は
市
内
全
体
で
百
十
キ
ロ
メ
ー
ト

ル
に
す
ぎ
な
い
と
聞
い
て
い
る
。
水
道
管
の
法
定
耐
用
年
数
は
四
十
年
と
さ
れ
る
が
、
単
純
に
計
算
す
れ
ば
、
市
の
水
道
管
す

べ
て
を
更
新
す
る
た
め
に
は
八
十
〜
九
十
年
も
か
か
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。
全
国
的
に
も
水
道
の
老
朽
化
は
大
き
な
課
題

に
な
っ
て
お
り
、
広
域
連
携
な
ど
基
盤
強
化
に
向
け
水
道
法
が
昨
冬
に
改
正
さ
れ
、
水
道
料
金
の
値
上
げ
や
民
営
化
も
あ
ち
こ

ち
で
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
民
営
化
は
世
界
を
見
渡
せ
ば
一
周
遅
れ
の
手
法
で
あ
る
し
、
改
正
水
道
法
が
促
進
す
る
コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
方
式
も
浜
松
市
で
延
期
さ
れ
る
な
ど
、
諸
課
題
の
解
決
策
と
は
な
っ
て
い
な
い
。
非
公
共
を
含
む
水
道
関
係
予
算
は
昨

年
度
の
第
二
次
補
正
と
合
わ
せ
る
と
、
昨
夏
の
概
算
要
求
額
を
上
回
る
九
百
二
十
億
円
と
な
っ
た
も
の
の
、
他
方
で
相
変
わ
ら

ず
不
要
不
急
の
公
共
事
業
が
国
土
強
靭
化
の
名
の
下
に
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
以
下
質
問
す
る
。

一

老
朽
化
し
た
水
道
を
更
新
す
る
原
資
を
、
人
口
減
少
に
よ
り
二
〇
六
〇
年
に
は
水
需
要
が
約
四
割
減
少
す
る
と
の
推
計
も

あ
る
厳
し
い
経
営
環
境
に
お
い
て
、
水
道
料
金
に
求
め
る
の
は
限
界
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
大
幅
な
料
金
値
上
げ
は
、
支

払
い
困
難
な
事
態
を
生
み
、
水
道
事
業
の
持
続
可
能
性
を
棄
損
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
の
で
は
な
い
か
。一



二

更
新
に
か
か
る
年
数
が
水
道
菅
の
法
定
耐
用
年
数
を
超
え
な
い
よ
う
、
水
道
施
設
整
備
費
補
助
金
に
お
け
る
国
の
補
助
率

を
引
き
上
げ
て
、
こ
れ
か
ら
の
一
定
年
数
、
時
限
的
に
集
中
的
に
国
費
を
投
入
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

三

毎
年
、
全
国
の
自
治
体
か
ら
国
の
財
政
支
援
の
か
さ
上
げ
を
求
め
る
要
望
が
挙
が
っ
て
い
る
は
ず
だ
が
、
来
年
度
の
概
算

要
求
に
向
け
、
い
く
つ
の
自
治
体
か
ら
か
さ
上
げ
の
要
望
が
挙
が
っ
て
い
る
か
。
そ
し
て
こ
れ
ま
で
も
多
数
の
自
治
体
要
望

が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
の
負
担
割
合
を
引
き
上
げ
て
こ
な
か
っ
た
理
由
を
あ
き
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

四

公
共
事
業
関
係
費
全
体
を
俯
瞰
す
れ
ば
、
水
道
施
設
整
備
費
補
助
金
の
占
め
る
割
合
は
、
私
が
計
算
し
た
と
こ
ろ
、
二
〇

一
八
年
度
予
算
で
み
れ
ば
わ
ず
か
に
〇
・
二
九
％
、
二
〇
一
九
年
度
予
算
で
も
〇
・
三
六
％
程
度
し
か
な
い
。
平
時
や
災
害

時
に
、
人
々
の
命
や
生
活
を
直
接
的
に
支
え
る
と
い
う
意
味
で
極
め
て
公
共
性
が
高
い
水
道
事
業
の
割
合
が
、
こ
の
よ
う
に

低
い
こ
と
に
つ
い
て
、
政
府
は
ど
の
よ
う
な
見
解
を
お
持
ち
か
。
こ
の
点
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
中
で
比
較
す
る
と
、
日
本

は
ど
の
よ
う
な
順
位
に
あ
る
の
か
。
政
府
の
承
知
し
て
い
る
と
こ
ろ
を
あ
き
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

五

近
年
、
公
共
事
業
関
係
費
の
予
算
の
確
保
が
厳
し
く
な
る
中
で
、
耐
震
化
・
広
域
化
の
た
め
の
水
道
施
設
整
備
に
充
て
る

予
算
を
「
非
公
共
」
（
生
活
基
盤
施
設
耐
震
化
等
交
付
金
）
と
し
て
別
に
設
け
、
「
公
共
」
と
「
非
公
共
」
と
で
全
体
と
し

て
水
道
事
業
の
予
算
を
確
保
し
て
い
る
と
承
知
し
て
い
る
が
、
人
々
の
生
活
に
欠
か
せ
な
い
重
要
な
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
で
あ
る

二



こ
と
に
鑑
み
、
公
共
事
業
関
係
費
に
お
け
る
水
道
予
算
の
優
先
順
位
、
比
率
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
政
府
全
体
と
し
て
検
討

す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

六

今
年
は
「
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
総
合
的
な
検
討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら
れ

る
」
と
い
う
水
循
環
基
本
法
附
則
に
あ
る
施
行
後
五
年
目
に
当
た
り
、
内
閣
に
置
か
れ
た
水
循
環
政
策
本
部
に
お
い
て
水
循

環
基
本
計
画
の
見
直
し
が
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
水
道
事
業
は
水
循
環
の
中
に
お
い
て
重
要
な
位
置
を
占
め
て
い
る
。
水
循

環
政
策
本
部
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
右
に
述
べ
た
よ
う
な
国
際
的
な
調
査
研
究
や
、
次
世
代
に
安
心
安
全
で
持
続
可
能

な
公
営
の
水
道
事
業
が
引
き
継
げ
る
よ
う
自
治
体
水
道
部
局
の
人
員
の
確
保
拡
充
、
ま
た
国
土
強
靭
化
、
防
災
・
減
災
の
観

点
か
ら
の
水
道
の
老
朽
化
、
耐
震
化
対
策
の
加
速
化
に
対
す
る
国
の
予
算
の
大
幅
増
加
の
実
現
に
、
政
府
全
体
と
し
て
取
り

組
む
べ
き
で
は
な
い
か
。

右
質
問
す
る
。

三


